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安全・安心な社会の実現                        ●研究動向・成果
 

図－１ 公共浸透ますの例（イメージ図） 

図－２ 変化率の経年変化（浸透ます）

清掃履歴なしデータ近似曲線
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清掃後データ近似曲線
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雨水浸透施設の 

浸透能力経年変化 
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１．はじめに 

都市における雨水の浸透（浸透ますのイメージ

を図－１に示す。）は、浸水対策効果をはじめ、

降雨に由来する水質汚染（合流式下水道雨天時越

流水、ノンポイント負荷等）の緩和、水循環の健

全化など多面的な効果が期待されている。 

技術資料として、雨水浸透施設の実証試験方法

等を示した「下水道雨水浸透技術マニュアル  

(財)下水道新技術推進機構」、「雨水浸透施設技

術指針[案] (社)雨水貯留浸透技術協会」等が刊

行されている。 

一方、浸水対策においては、個々の浸透施設に

おける浸透能力のばらつきおよびその経年低下等

の要因により、下水道雨水計画への位置づけが必

ずしも進まない現状がある。 

以上の背景から、浸透能力の経年変化について

調査を行った。 

２．調査方法 

経年変化の傾向把握には、過年度に浸透能力を

計測したデータが多数必要であることから、東京

都および政令市（計18都市）を対象に、既往調査

データの収集をアンケート形式にて実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．調査結果と考察 

浸透ますについては93箇所、浸透トレンチは23

箇所のデータが得られた。追跡年数は1年から最大

で20年であった。収集データは、施設形状が異な

るため、浸透量を当初浸透量に対する比率（以下、

変化率(％)）に変換して比較を行った。 

浸透ますの変化率経年変化を図－２に示す。清

掃とは高圧洗浄機と吸引洗浄車を併用して行うも

のを示し、頻度は設置後10年間の平均が0.9回／年

であった。また、変化率が100％を超えるデータが

複数あり、水みちの形成等の要因が想定されるが、

原因究明は今後の課題としている。 

 個々の浸透能力は非常にばらつくものの、平均

的には経年低下していること、清掃しない場合に

は急激に能力が低下することが示された。 

４．まとめ 

今回調査より、浸透能力の経年低下傾向と適切

な維持管理の必要性が指摘された。今後は、経年

低下を見込んだ浸透能力の定量化について研究を

進めて行く予定である。 

【資料】第45回下水道研究発表会講演集 p.410-412 

    土木技術資料Vol.50(2008) No.11 p.30-33 

    http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/ 

    （下水道研究室） 
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安全・安心な社会の実現                        ●成果の活用事例
 

航空レーザー測量データを 

活用した中小河川の治水 

安全度評価 
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1．はじめに 

近年、集中豪雨や度重なる台風の上陸により、

全国各地で大規模な水害が発生している。とりわ

け局所的な豪雨の影響を受けやすい中小河川にお

いての甚大な被害が発生している。 

 しかしながら、中小河川では、河道縦横断測量、

水位・流量観測等が十分に実施されていない箇所

も多く存在し、流下能力などの基本的かつ重要な

情報が不足しているのが実情であった。 

 このような状況の中、水害研究室では、全国の

１級水系内の中小河川について、従来のデータ収

集・解析手順にこだわらず、簡便な手法で全国同

一の尺度による治水安全度評価が可能なシステム

を開発し、地方整備局等と連携して中小河川の治

水安全度評価の実施及び評価結果の公表を行った。 
 

2．中小河川の治水安全度評価手法 

以下のような手順で安全度評価を実施した。 

① 評価河川を選定後、航空レーザー測量を実施

し三次元地形データ（LPデータ）を取得し、河川

の横断形状を作成。 

② 評価河川の流域面積や流路延長、アメダス観

測所の降雨強度の流量諸量をデータベースに入力

を行う。 

③ ②のデータベースにより発生確率(1/10、1/30

等)に対応した流量を合理式により計算し、これと

①で得られた河川形状より水位を求める。 

④ ①で得られたLPデータの堤防高と③で計算し

た確率規模別の計算水位を比較し、その区間の安

全度を評価。 

 

この中で、①のLPデータの取得については地方 

整備局が実施、河川横断図の作成及び②～④につ

いては水害研究室が「中小河川治水安全度評価シ

ステム」としてシステム開発を行った。 

3．評価結果の公表 

2009年1月現在、全国109水系の内63水系の治水

安全度評価結果を公表している。その他残りの水

系についても現在評価結果の妥当性を確認してお

り、確認作業終了の後、順次公表を進めていく。

（http://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/seika

.files/lp/eva.html） 

 
図―１ 中小河川治水安全度評価公表サイト 

4．おわりに 

 本評価を進めるにあたり、本省河川局をはじめ、

都道府県、北海道開発局、地方整備局の関係各位

に多大なるご協力を頂いた。深く謝意を表する次

第である。 

本評価の成果が中小河川を含む水系全体の治水

安全度に関する客観的で正確な認識の醸成に貢献

し、地域における水害や、より実効的な危機管理

の実現、さらには住民等の危機管理意識の向上に

つながっていくことを期待する。 
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